
 

 

居宅介護サービス費等の額の特例取扱要綱 

 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第50

条又は第60条に規定する本市が定める割合（以下「割合」という。）及び介護保険

法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「規則」という。）第83条第１項又は

第97条第１項に定める特別の事情について必要な事項を定めるものとする。 

  （定義） 

第２ 規則第83条第１項第１号、第２号及び第４号又は規則第97条第１号、第２号及

び第４号に掲げる「これらに類する災害」、「その他の財産」、「重大な障害」、

「長期入院」及び「これに類する理由」とは、別表第１に定めるものをいう。 

（介護サービス費等の額の特例） 

第３ 法第50条又は第60条の規定により介護サービス費等の額の特例（以下「給付の

特例」という。）を適用する場合及び割合は、次のとおりとする。 

 (1) 規則第83条第１項第１号又は規則第97条第１項第１号に該当する場合とは、別

表第２左欄に定める被害の程度に該当するときをいい、当該割合は同表右欄に定

めるところによる。 

 (2) 規則第83条第１項第２号又は規則第97条第１項第２号に該当する場合とは、同

号に掲げる理由により収入が著しく減少した月の収入額が平均収入月額（当該理

由が発生した月の前３月間の第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持

する者の収入額を３で除して得た額とする。以下同じ。）の２分の１以下である

ときをいい、支給限度額の範囲内において利用したサービス費の100分の100を給

付する。 

 (3) 規則第83条第１項第３号若しくは第４号又は規則第97条第１項第３号若しくは

第４号に該当する場合とは、同号に掲げる理由により収入が著しく減少した月の

収入額が平均収入月額の２分の１以下であるときをいい、支給限度額の範囲内に

おいて利用したサービス費の100分の95を給付する。 

２ 前項の規定により給付の特例を適用する期間は、１年を限度とする。ただし、そ

の理由が消滅した場合においては、直ちに、その旨を市長に申告しなければならな

い。 

（給付の特例の申請） 

第４ 規則第83条第１項各号又は規則第97条第１項各号のいずれかに該当する者で給

付の特例を受けようとする者は、介護保険利用者負担額減額・免除等申請書（様式

第１号）に給付の特例を必要とする理由を証明する書類を添付し、市長に提出しな

ければならない。 

２ 市長は、前項の申請を受け付けたときは、速やかに審査の上、可否を決定し、介

護保険負担限度額認定、利用者負担額減額・免除 決定通知書（様式第２号）によ

り申請者に通知し、介護保険利用者負担額減額・免除等認定証（様式第３号）を

交付するものとする。 



 

 

３ 法第50条又は第60条の規定による給付の特例適用は、申請のあった日の属する月

からとする。 

（特例の取消し） 

第５ 市長は、給付の特例の承認を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認め

たときは、その承認を取り消した上、特例給付額の全部又は一部を返還させること

ができる。  

 (1) 資力の回復その他事情の変化により給付を継続することが適当でないとき。 

 (2) 偽りその他不正の行為により給付を受けたとき。 

 

 

   附 則 

 この要綱は、平成12年４月１日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和３年３月31日から実施する。 

 





様式第１号（第４関係）

介護保険利用者負担額減額・免除等申請書

〒

電話番号

(申請先)　茨　木　市　長

     　　年　　月　　日

住所

申請者 電話番号

氏名

市記入欄

（所得分布の状況等を記入）

　　年　 月　 日
　　　　　　　から

有効期限

　　年　 月　 日
　　　　　　　から

交付年月日

利 用 者 負 担
減 免 申 請 理 由

　上記のとおり関係書類を添えて利用者負担額に係る減額・免除を申請します。

　　年　 月　 日

住　　　　所

適用年月日

　備　　　　　　　考　

生 年 月 日               　　　年　　　　月　　　日生

保険者番号 1

被保険者番号

22 7 2 1

ﾌﾘｶﾞﾅ
被保険者氏名

個人番号





様式第３号（第４関係）　　　　（表面）

から

まで

2 7 2 1 1 2

　　　　年　　月　　日

被
保
険
者

番　号

給付率

生年月日

氏　名

〒

介護保険利用者負担額減額・免除等認定証

フリガナ

住　所

交付年月日 　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

電話　（０７２）　622ー８１２１

適用年月日

有 効 期 限

保険者番号
並びに保険
者の名称及

び印

大阪府茨木市駅前三丁目8－13

減額・免除等
認定事項

　　　　年　　月　　日

茨木市 印



  様式第３号（第４関係） （裏面）           

 

 
 
 

注 
 

意 
 

事 
 

項 

一 
 

介
護
サ
ー
ビ
ス
又
は
介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る

と
き
は
、
必
ず
事
前
に
、
こ
の
証
を
事
業
者
又
は
施
設
の
窓
口
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

 

二 
 

介
護
サ
ー
ビ
ス
又
は
介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
を
受
け
る
と
き
に
支
払

う
金
額
は
、
介
護
費
用
（
食
事
及
び
居
住
に
要
す
る
費
用
を
除
く
）
か
ら
介
護
費
用
に

給
付
率
を
乗
じ
た
額
を
引
い
た
額
に
な
り
ま
す
。
ま
た
、
食
事
及
び
居
住
に
要
す
る
費

用
に
つ
い
て
は
、
一
日
に
つ
き
定
額
の
標
準
負
担
額
と
な
り
ま
す
。 

 

三 
 

被
保
険
者
の
資
格
が
な
く
な
っ
た
と
き
、
減
額
・
免
除
の
認
定
の
条
件
に
該
当
し
な

く
な
っ
た
と
き
、
又
は
減
額
・
免
除
の
認
定
証
の
有
効
期
限
に
至
っ
た
と
き
は
、
遅
滞

な
く
、
こ
の
証
を
茨
木
市
に
返
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
転
出
の
届
出
を
す
る
際
に
は
、

こ
の
証
を
添
え
て
く
だ
さ
い
。 

 

四 
 

こ
の
証
の
表
面
の
記
載
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
十
四
日
以
内
に
、
こ
の
証

を
添
え
て
、
茨
木
市
に
そ
の
旨
を
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。 

五 
 

不
正
に
こ
の
証
を
使
用
し
た
者
は
、
刑
法
に
よ
り
詐
欺
罪
と
し
て
懲
役
の
処
分
を
受

け
ま
す
。 

 


